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1．はじめに  

2021 年 3 月、向こう 5 年間の「第 6 期科学技術・イノベーション基本計画[1]」が閣議決定された。これまで

「科学技術基本計画」という名称であったが、そこに「イノベーション」が加わったことや、自然科学だけでなく

人文科学も含めた「総合知」を重要視したことなどが注目されている。 
ここで述べられている重要な政策は、「1. 国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会への変革」、「2. 知

のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化」、「3. 一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実

現する教育・人材育成」が挙げられる。 
これらの政策を検討する場として、総合科学技術・イノベーション会議の中に様々な専門委員会[2]がある。そ

の中の 1 つに「世界と伍する研究大学専門調査会[3]」があり、世界と伍する研究大学を実現するために必要な制

度改革及び大学ファンド事業に係る制度について調査・検討を行っている。世界に伍する研究大学とは、研究面・

資金面で成長し続けられる大学であり、「1. 世界最高レベルの研究成果」、「2. イノベーションの創出」、「3. 高度

専門人材の輩出」が期待されるアウトカムである。本調査会では、世界のトップ大学と国内大学に関して、人材・

資金・ガバナンスとった観点から調査して議論を進めている。そこで本レポートでは、我が国の研究力強化への貢

献の一環として、専門調査会で議論されている日米大学が保有する技術の全体像と日米の産学連携の違いについ

て、特許情報を用いて調査した。 
 
2．分析母集団 

 本レポートでは、2021年3 月に開催された「総合科学技術・イノベーション会議 第1回 世界と伍する研究

大学専門調査会」の配布資料7 [4]で対象にしていた日米大学の特許を分析とした。米国はスタンフォード大、カ

リフォルニア大、ハーバード大、日本は京大、東大、名大、筑波大、東工大、早大、九大、東北大、阪大、慶

大、北大である。なお、この順序は資料[4]で掲載されている通りであり、論文の質を表す指標である

FWCI(Field-Weighted Citation Impact)の降順である。 
 これらの大学の特許について、発行国・機関は日・米・WIPO、優先権主張年は2011年以降の公開公報に絞

って、パテントファミリー(以降、特許と呼ぶ)を検索した際、20,048件ヒットした。なお、特許データベース

は、Clarivate社のDerwent Innovation (DWPI)を使った。表1 に大学別特許数および論文関連指標を示す。論

文関連指標は資料[4]より抜粋している。特許数・論文数・FWCI、どの指標も米国3大学が上位を占めている。

特許数について日本では、東工大・東大・阪大がトップ3である。 
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表1. 大学別特許数および論文関連指標 

 

 
また、図1に件数推移を示す(大学別推移は、2019年のプロットの横に大学名を記載している)。全体的にはど

の年も2,000件から2,500件程度で推移している。 
 

 

図1. 大学特許の件数推移(左：全体、右：大学別) 

 

3．全体像の把握 

収集した特許データに対して、弊社の VALUENEX Radar を用いて全体像を俯瞰した。その結果を図 2 に示

す。なお、本解析では特許のテキスト情報(DWPIが独自付与しているタイトルと抄録)の相互の類似性に基づき可

視化を行っている。そのため、類似性の高い特許は近くに、内容が異なるものは遠くに配置される。また軸の方向

には意味は持たせておらず、全体の配置が最適になるように計算している。これをカラーコンター表示すること

で、技術の集積領域や疎な領域などを把握することできる。赤い部分が多くの特許が集積したところで、順次、黄

色、緑、青の順で少なくなっており、黒はゼロを表している。 
  俯瞰図を大別すると、「バイオ・医療」、「材料・電気電子」、「情報技術」、「機械」となった。「バイオ・医療」

では「遺伝子・DNA」、「幹細胞」、「悪性腫瘍」など、「材料・電気電子」では「半導体」、「磁気メモリ」、「発光素

子」、「二次電池」、「パワーエレクトロニクス」など、「機械」では「自動車」、「ロボットアクチュエータ」、「情報

技術」では「画像処理」、「機械学習」、「暗号」などが挙げられる。 
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図2. 大学特許の俯瞰図 

 

 図3に時系列変化を示す。遺伝子・DNA、悪性腫瘍、幹細胞、画像処理、半導体、磁気メモリ、二次電池は常

に活発である。一方、機械学習領域は直近成長してきている。また表 2 に領域別の大学ランキングを示す。どの

領域もカリフォルニア大が多いが、幹細胞に関しては京大が多い。日本の大学では、幹細胞は京大・阪大・慶大、

悪性腫瘍は阪大・京大・東大、二次電池は京大・東工大・東大、画像処理は東大・東工大・阪大、機械学習は数が

少ないものの東大・京大・北大がトップ3である。 

 

 

図3. 時系列変化 
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表2. 領域別大学ランキング 

 

 

4．日米比較 ： ポジション 

図 4 に日米大学別のポジションを示す。マクロ比較すると、日本は材料・電気電子、米国はバイオ・医療に技

術集積があると考えられる。技術領域レベルでは、日本は幹細胞・光ファイバー、パワーエレクトロニクス、半導

体、発光素子、磁気メモリ、二次電池、検査(ヒト・モノ)など、米国は悪性腫瘍、遺伝子・DNA、医療機器(心臓)、

マイクロ流体などが相対的に活発である。なお、本レポートでは、日米ともに全大学を集めているわけではないの

で、一概に比較して結論を言うことはできない点は留意が必要である。 

 

 

図4. 日米別ポジション 

 

5．日米比較 ： 産学連携状況 

産学連携状況を把握するために、企業共同出願状況を調査した。その結果を表3に示す。日本は55%が企業と

の共同出願であるのに対して、米国は10%未満である。なお、各特許が大学と企業が共同出願しているか否か

は、出願人名称に法人格が入っているかどうかで機械的に判定している。そのため、多少の抜け漏れはあると考

えられるが、大まかな傾向は取らえられていると想定される。次に、図5と図6に、日米における特許全体と企
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業共同出願のポジションの比較を示した。日本は大学・企業の共同出願は、分野による偏りは小さそうである。

一方、米国はそもそも共同出願が少ないため分野の偏りは見えづらいが、バイオ・医療に若干寄っているように

も見える。 

一見、米国では大学・企業の共同研究が活発ではないように見えるが、実際はそうではなく、知財に関する考

え方や制度、大学財源の違いなどが影響している。文献[5]によると、米国では、大学と企業の共同研究成果で

も、大学単独で特許を保有し、企業は独占的ライセンス契約を締結するか否かを最初に決められる権利(First 

Refusal Right)を持つことが一般的である。これは、企業にとっては付き合いで出願しなくて良く、また大学に

とっても使われない技術を他に活用できるため、知の創造と活用という観点では良い構造であろう。ただし、日

本の大学には特許出願に割り当てられている財源が少なく、企業が費用負担している側面もあると考えられる。 

また大学と企業の関係性が円滑に進まない原因として、特許法73条(共有特許に関する条項)も関係があると

指摘されている[5]。大学は自ら共有特許を実施しないため、そのメリットを補填するために大学から企業に対

して「不実施の対価」という金銭を求める慣行がある。これは法的根拠が乏しいものであり、企業が支払いに難

色を示すといったことが起きている。大学が創造した知をどう活用していくか、日本の大学が世界と伍する研究

大学として存在感を放つには、大学の財源や特許制度設計なども含めた産官学の戦略が重要であろう。 

 

表3. 企業共同出願状況 

 

 

 

図5. 日本における特許全体と企業共同出願のポジション 
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図6. 米国における特許全体と企業共同出願のポジション 

 

6．おわりに 

第6期科学技術・イノベーション基本計画で掲げられた「知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研

究力の強化」を達成するために、産官学一体となった挑戦が重要である。実際には、例えば、世界の期する研究

大学専門調査会の設置や、各大学・地域におけるギャップファンドの組成・技術移転の活性化・大学発ベンチャ

ー支援策の充実化など、知の創造・具現化に向けた挑戦が挙げられる。そこで本レポートでは、世界に伍する研

究大学専門調査会で議論されていた日米大学の特許データを分析することで、大学が保有する技術の全体像と日

米の産学連携の違いを調査した。大学が創造した知をどう活用していくか、日本の大学が世界と伍する研究大学

として存在感を放つには、大学の財源や特許制度も含めた産官学の戦略が重要となってくるだろう。我々も情報

分析の力で、我が国の研究力強化に貢献していきたい。 
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